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（単位：千円）

資産の部
Ⅰ   固定資産
 1   有形固定資産
   土地 1,956,618   
   建物 20,114       
      減価償却累計額 △7,152      12,962       
   工具器具備品 683,177     
      減価償却累計額 △542,903  140,274     
   図書 359,714     
   車両運搬具 5,129         
      減価償却累計額 △3,893      1,235         
            有形固定資産合計 2,470,805   
 2   無形固定資産
   ソフトウェア
      ソフトウェア 43,947       
　　　特許権 448           
　　　特許権仮勘定 300           
            無形固定資産合計 44,695       
                  固定資産合計 2,515,501   
Ⅱ   流動資産
   現金及び預金 717,683     
   未収入金 4,708         
   前払費用 780           
   立替金 6,259         
                  流動資産合計 729,431     
                     資産合計 3,244,933   
負債の部
Ⅰ   固定負債
   資産見返負債
      資産見返運営費交付金等 115,294     
      資産見返補助金等 0
      資産見返寄附金 20,784       
      資産見返物品受贈額 311,246     447,326     
   長期未払金
      長期リース債務 3,807         
                  固定負債合計 451,134     
Ⅱ   流動負債
   預り補助金等 1,014         
   寄附金債務 34,833       
   前受共同研究費 13,655       
   前受受託事業費 959           
   未払金 130,073     
   未払費用 4,117         
   リース債務 30,259       
   未払消費税等 51             
   預り科学研究費補助金等 10,932       
   預り金 9,211         
   賞与引当金 84,703       
                  流動負債合計 319,812     
                     負債合計 770,946     
純資産の部
Ⅰ   資本金
   地方公共団体出資金 1,946,412   
                  資本金合計 1,946,412   
Ⅱ   資本剰余金
   資本剰余金 137,564     
   △損益外減価償却累計額 △49,406    
                  資本剰余金計 88,157       
Ⅲ   利益剰余金（又は繰越欠損金）
   前中期目標期間繰越積立金 235,519     
   教育研究向上・組織運営改善目的積立金 71,765       
   積立金 9,512         
   当期未処分利益 122,618     
   ( うち当期総利益 122,618     )
                  利益剰余金合計 439,416     
                     純資産合計 2,473,986   
                     負債純資産合計 3,244,933   

注 ）退職給付引当金

（前橋市からの派遣職員に対する退職給付債務見積額は上記金額から除いております。）

貸借対照表

（令和３年３月３１日）

　運営費交付金により財源措置が行われるため引当金の対象外とした退職給付引当金の見積額は402,686千円
です。
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（単位：千円）

経常費用

    業務費

        教育経費 287,184         

        研究経費 86,707           

        教育研究支援経費 59,029           

        共同研究費 18,598           

        受託事業費 772               

        役員人件費 27,030           

        教員人件費

            常勤教員人件費 782,554         

            非常勤教員人件費 41,608           824,163         

        職員人件費

            常勤職員人件費 229,661         

            非常勤職員人件費 41,745           271,407         1,574,893       

    一般管理費 116,849         

    財務費用

        支払利息 724               724               

    雑損 63                

              経常費用合計 1,692,530       

経常収益

    運営費交付金収益 909,680         

    授業料収益 672,039         

    入学金収益 100,561         

    検定料収益 21,840           

    受託研究収益

        受託研究収益（民間） 0 0

    共同研究収益

        共同研究収益（民間） 17,675           17,675           

    受託事業収益

        受託事業収益（公共） 691               

        受託事業収益（民間） 204               896               

    寄附金収益 12,832           

    補助金等収益 267               

    資産見返負債戻入 56,805           

    財務収益

        受取利息 11                11                

    雑益

        財産貸付料収益 2,106            

        証明書手数料収益 579               

        物品等売払収益 19                

        科学研究費補助金間接費収益 10,848           

        その他雑益 9,060            22,614           

              経常収益合計 1,815,225       

経常利益 122,694         

臨時損失

    固定資産除却損 75                75                

当期純利益 122,618         

当期総利益 122,618         

損益計算書

（令和２年４月１日～令和３年３月３１日）
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（単位：千円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 391,904

人件費支出 △ 1,141,080

その他の業務支出 △ 263

運営費交付金収入 923,297

授業料収入 625,888

入学金収入 88,247

検定料収入 21,840

共同研究収入 17,303

受託事業等収入 1,360

補助金等収入 1,282

寄附金収入 20,380

その他の収入 23,474

預り科学研究補助金の収支 14,253

小　　計 204,077

業務活動によるキャッシュ・フロー 204,077

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 18,961

無形固定資産の取得による支出 △ 236

小　　計 △ 19,197

利息及び配当金の受取額 11

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 19,186

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △ 53,835

小　　計 △ 53,835

利息の支払額 △ 724

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 54,560

Ⅳ　資金増加額 130,331

Ⅴ　資金期首残高 577,353

Ⅵ　資金期末残高 707,683

注）

１資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金 717,683 千円

定期預金 △ 10,000 千円

資金期末残高 707,683 千円

２重要な非資金取引

（ア）現物寄附による固定資産の受入額 11,033 千円

（令和２年４月１日～令和３年３月３１日）

キャッシュ・フロー計算書
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（単位：円）

Ⅰ　当期未処分利益 122,618,987
当期総利益 122,618,987

Ⅱ　利益処分額

積立金
24,251,305

地方独立行政法人法第４０条第３項により
設立団体の長の承認を受けようとする額
　教育及び研究の質の向上並びに
　組織運営の改善目的積立金 98,367,682 122,618,987

利益の処分に関する書類（案）

（令和３年　　月　　日）
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（単位：千円）

Ⅰ　業務費用

（１）　損益計算書上の費用

業務費 1,574,893         

一般管理費 116,849           

財務費用 724                 

雑損 63                   

臨時損失 75                   1,692,606       

（２）　（控除）自己収入等

授業料収益 △672,039        

入学金収益 △100,561        

検定料収益 △21,840          

共同研究収益 △17,675          

受託事業等収益 △896              

寄附金収益 △12,832          

資産見返寄附金戻入 △3,893            

財務収益 △11                

雑益 △11,766          △841,516      

業務費用合計 851,089        

Ⅱ　損益外減価償却相当額 △24,322       

Ⅲ　損益外減損損失相当額 -                  

Ⅳ　引当外賞与増加見積額 -                  

Ⅴ　引当外退職給付増加見積額 △72,004       

Ⅵ　機会費用

国又は地方公共団体財産の無償又は減額
された使用料による貸借取引の機会費用

318,353           

地方公共団体出資の機会費用 2,335               320,689        

Ⅶ　行政サービス実施コスト 1,075,454      

注）
１ 引当外退職給付増加見込額のうち、前橋市からの派遣職員に係るものは、△25,322千円です。
２ 機会費用のうち、設立団体に係るものは、320,689千円です。

行政サービス実施コスト計算書

（令和２年４月１日～令和３年３月３１日）
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注記事項 

 

１ 重要な会計方針等 

 

(1) 運営費交付金収益の計上基準 

次に掲げるものを除き期間進行基準を採用しております。 

ア 退職一時金に充当されるもの 費用進行基準 

イ 前橋市が特定費用として指定した奨学費に充当されるもの 費用進行基準 

 

(2) 減価償却の会計処理方法 

ア 有形固定資産 

定額法を採用しております。 

耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としております。ただし、所有権移転外フ

ァイナンスリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法を採

用しております。また、受託研究収入により購入した償却資産は、当該受託研究期間を耐用年数

としております。 

なお、特定の償却資産（地方独立行政法人会計基準第 87）の減価償却相当額については、損益

外減価償却累計額として資本剰余金から控除し、表示しております。 

主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。 

(ｱ) 建物      １２年 

(ｲ) 工具器具備品   ２年～２０年 

(ｳ) 車両運搬具    ６年 

イ 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づい

ております。 

 

(3) 引当金の計上基準 

ア 賞与に係る引当金及び見積額の計上基準 

役員及び職員に対する賞与の支給に充てるため、支給見積額の当期負担分を計上しております。 

イ 退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

退職一時金については運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は

計上しておりません。 

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見込額は地方独立行政法人

会計基準第８９第４項に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計

上しております。 

 

(4) 行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

ア 国又は地方公共団体財産の無償又は減額された使用料による貸借取引の機会費用の計算方法 

前橋市から無償貸与を受けている建物につきましては、前橋市行政財産使用料条例に基づき計

算しております。 
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イ 地方公共団体出資の機会費用の計算方法 

新発１０年国債の令和２年３月末利回りを参考に０．１２０％で計算しております。 

(5) リース取引の会計処理 

リース資産及びリース債務として計上する場合の価額が３００万円以上のファイナンス･リース

取引については通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

(6) 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっております。 

 

(7) 財務諸表及び附属明細書の表示単位 

千円未満切り捨てにより表示しています。ただし、利益処分に関する書類については、円単位で

表示しています。 

 

２ 重要な債務負担行為 

  当該事項はありません。 

 

３ 重要な後発事象 

該当事項はありません。 
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１ 固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第８７特定の償却資産に係る会計処理」による損益

外減価償却相当額も含む）並びに減損損失の明細 

（単位：千円） 

当　期
償却額

当　期
損益内

当　期
損益外

建物 14,470 - - 14,470 5,704 1,814 - - - 8,765

工具器具備品 49,832 - - 49,832 21,253 9,895 - - - 28,578

計 64,302 - - 64,302 26,958 11,709 - - - 37,344

建物 4,687 957 - 5,644 1,447 369 - - - 4,196

工具器具備品 610,865 23,125 646 633,345 521,649 90,351 - - - 111,695

図書 372,323 5,056 17,666 359,714 - - - - - 359,714

車両運搬具 5,129 - - 5,129 3,893 988 - - - 1,235

計 993,006 29,139 18,312 1,003,833 526,990 91,708 - - - 476,842

土地 1,956,618 - - 1,956,618 - - - - - 1,956,618

計 1,956,618 - - 1,956,618 - - - - - 1,956,618

土地 1,956,618 - - 1,956,618 - - - - - 1,956,618

建物 19,157 957 - 20,114 7,152 2,183 - - - 12,962

工具器具備品 660,698 23,125 646 683,177 542,903 100,246 - - - 140,274

図書 372,323 5,056 17,666 359,714 - - - - - 359,714

車両運搬具 5,129 - - 5,129 3,893 988 - - - 1,235

計 3,013,927 29,139 18,312 3,024,754 553,949 103,418 - - - 2,470,805

ソフトウェア 63,055 - - 63,055 22,448 12,611 - - - 40,607

計 63,055 - - 63,055 22,448 12,611 - - - 40,607

ソフトウェア 30,485 - 63 30,422 27,081 1,160 - - - 3,340

特許権仮
勘定

- 300 - 300 - - - - - 300

特許権 574 - - 574 125 71 448

計 31,060 300 63 31,296 27,207 1,232 - - - 4,088

ソフトウェア 93,541 - 63 93,477 49,530 13,771 - - - 43,947

特許権仮
勘定

- 300 - 300 - - - - - 300

特許権 574 - - 574 125 71 - - - 448

計 94,115 300 63 94,352 49,656 13,843 - - - 44,695

― - - - - - - - - - - 

計 - - - - - - - - - - 

無形固定
資産（特
定償却資
産）

有形固定
資産（特
定償却資
産以外）

非償却資
産

有形固定
資産合計

無形固定
資産合計

投資その
他の資産

無形固定
資産（特
定償却資
産以外）

減価償却累計額 減損損失累計額 差　引
当期末
残　高

摘要

有形固定
資産（特
定償却資
産）

資産の種類
期　首
残　高

当　期
増加額

当　期
減少額

期　末
残　高

 
 

 

２ たな卸資産の明細 

該当事項はありません。 
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３ 無償使用公有財産等の明細 

（単位：千円） 

区　分 種　別 所在地 面　積 構　造
機会費用の
金額

摘要

１号館（管理・講義棟） 前橋市上佐鳥町４６０番地１ 5,067.26㎡ SRC、6階 87,228

２号館 前橋市上佐鳥町４６０番地１ 1,803.30㎡ RC、3階 8,340

３号館 前橋市上佐鳥町４６０番地１ 2,592.20㎡ 鉄骨、5階 14,396

４号館（研究棟） 前橋市上佐鳥町４６０番地１ 4,911.30㎡ RC、5階 57,524

５号館（大学院棟） 前橋市上佐鳥町４６０番地１ 5,314.87㎡ RC、4階 70,066

実験棟１ 前橋市上佐鳥町４６０番地１ 2,202.28㎡ RC、3階 29,462

実験棟２ 前橋市上佐鳥町４６０番地１ 1,444.63㎡ 鉄骨、2階 16,059

附属図書館 前橋市上佐鳥町４６０番地１ 2,076.89㎡ RC、4階 12,099

体育館 前橋市上佐鳥町４６０番地１ 1,865.97㎡
RC/鉄骨、
2階

11,076

メイビットホール（学生会館棟） 前橋市上佐鳥町４６０番地１ 1,373.65㎡ 鉄骨、2階 8,834

クラブハウス 前橋市上佐鳥町４６０番地１ 484.90㎡
鉄骨/RC
2階

3,264

29,137.25㎡ 318,353

建　物

合　計

 
（注）上記の全ての建物について、前橋市より無償貸与を受けております。 

 

４ 有価証券の明細 

該当事項はありません。 

 

５ 長期貸付金の明細 

該当事項はありません。 

 

６ 長期借入金の明細 

該当事項はありません。 

 

７ 公立大学法人債の明細 

該当事項はありません。 

 

８ 引当金の明細 

(1) 引当金の明細 

（単位：千円） 

目的使用 その他

賞与引当金 73,180 84,703 73,180 - 84,703

期末残高 摘要区　分
当期減少額

期首残高 当期増加額

 
 

(2) 貸付金等に対する貸倒引当金の明細 

該当事項はありません。 
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９ 資産除去債務の明細 

該当事項はありません。 

 

１０ 保証債務の明細 

該当事項はありません。 

 

１１ 資本金及び資本剰余金の明細 

（単位：千円） 

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　要

前橋市出資 1,946,412 - - 1,946,412
計 1,946,412 - - 1,946,412

無償譲与 - - - - 
目的積立金 137,564 - - 137,564

計 137,564 - - 137,564
損益外減価償却累計額 25,085 24,321 - 49,406
損失外減損損失累計額 - - - - 

計 112,478 △ 24,322 - 88,157

区　分

資本金

資本
剰余金

 
 

１２ 積立金等の明細及び目的積立金の取崩しの明細 

(1) 積立金の明細 

（単位：千円） 

区　分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　要

積立金 - 9,512 - 9,512
前中期目標期間繰越積立金 235,519 - - 235,519
教育、研究の質の向上及び
組織運営の改善目的積立金

- 71,765 - 71,765
 

(2) 目的積立金の取崩しの明細（単位：千円） 

   該当事項はありません。 

 

１３ 運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細 

(1) 運営費交付金債務 

（単位：千円） 

運営費交
付金収益

資産見返
運営費交付金

資本剰余金 小計

令和元年度 3,029 - 3,029 - - 3,029 - 
令和２年度 - 923,297 906,651 16,645 - 923,297 - 

合　計 3,029 923,297 909,680 16,645 - 926,326 - 

交付年度 期首残高
交付金

当期交付額

当期振替額

期末残高

 
 

(2) 運営費交付金収益 

（単位：千円） 

業務等区分 令和元年度 令和２年度 合 計

期間進行基準によるもの - 796,736 796,736
費用進行基準によるもの 3,029 109,914 112,944

合　計 3,029 906,651 909,680  
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１４ 運営費交付金以外の設立団体等からの財源措置の明細 
 

補助金等の明細 

（単位：千円） 

建設仮勘定
見返補助金等

資産見返
補助金等

資本剰余金
長期預り
補助金等

収益

直接経費 - 1,282 -                 -                 -                 -                 267 -       1,014
間接経費 - - -                 -                 -                 -                 - -       - 
直接経費 - 1,282 -                 -                 -                 -                 267 -       1,014

間接経費 - - -                 -                 -                 -                 - -       - 
合計

名称 交付元 期末残高当期交付額

当期振替額

その他

大学改革推進等補助金 文部科学省

経費の別 期首残高

 
 

１５ 役員及び教職員の給与の明細 

（単位：千円、人） 

法定福利費
支給額 支給人員 支給額 支給額 支給人員

常　勤 16,889        2          3,120          6,480          1          
非常勤 540            8          1                -                -          

計 17,429        10        3,121          6,480          1          

常　勤 805,030      95        158,182      49,003        4          
非常勤 78,493        93        4,861          -                -          

計 883,523      188      163,043      49,003        4          

常　勤 821,919      97        161,302      55,483        5          

非常勤 79,033        101      4,862          -                -          
計 900,952      198      166,164      55,483        5          

役　員

教職員

合　計

退職給付
区　分

報酬又は給与

 
（注１）役員に対する報酬及び退職手当の支給基準 

公立大学法人前橋工科大学役員報酬規程及び公立大学法人前橋工科大学役員の報酬の

特例に関する規程並びに公立大学法人前橋工科大学役員退職手当規程及び公立大学法人

前橋工科大学役員の退職手当の特例に関する規程に基づき支給しております。 

 

（注２）教職員に対する給与及び退職手当の支給基準 

公立大学法人前橋工科大学給与規程、公立大学法人前橋工科大学特殊勤務手当規程、公

立大学法人前橋工科大学職員退職手当規程及び前橋工科大学有期雇用職員給与規程に基

づき支給しております。 

 

（注３）支給人員は、年内平均支給人員を掲載しております。 

 

１６ 開示すべきセグメント情報 

    単一セグメントにより事業を行っているため、記載を省略しております。 
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１７　業務費及び一般管理費の明細
（単位：千円）

教育経費
消耗品費 14,433
備品費 116
印刷製本費 658
水道光熱費 22,230
旅費交通費 279
通信運搬費 18
賃借料 14,028
福利厚生費 4,368
保守費 7,345
修繕費 2,763
損害保険料 8
行事費 227
諸会費 1,175
報酬・委託・手数料 37,807
奨学費 98,298
減価償却費 82,565
貸倒損失 736
雑費 121 287,184

研究経費
賃金 1,502
消耗品費 39,887
備品費 8,483
印刷製本費 665
水道光熱費 3,699
旅費交通費 2,775
通信運搬費 959
賃借料 2,547
車両燃料費 1
福利厚生費 3
保守費 266
修繕費 600
諸会費 4,780
報酬・委託・手数料 15,544
減価償却費 4,989 86,707

教育研究支援経費
消耗品費 6,928
水道光熱費 3,992
通信運搬費 1,719
賃借料 10,415
保守費 171
諸会費 111
報酬・委託・手数料 17,916
減価償却費 108
図書費 17,666 59,029

共同研究費
賃金 1,050
法定福利費 2
消耗品費 8,488
備品費 3,599
印刷製本費 19
旅行交通費 2
通信運搬費 263
賃借料 184
車両燃料費 1
修繕費 65
諸会費 588
報酬・委託・手数料 3,205
減価償却費 941
租税公課 185 18,598
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受託事業費
消耗品費 616
水道光熱費 0
通信運搬費 2
諸会費 25
報酬・委託・手数料 128 772

役員人件費
報酬 12,441
賞与 4,987
退職給付費用 6,480
法定福利費 3,121 27,030

教員人件費
常勤教員人件費

給料 444,213
賞与 161,214
退職給付費用 49,003
法定福利費 128,123 782,554

非常勤教員人件費
給料 41,527
法定福利費 81 41,608 824,163

職員人件費
常勤職員人件費

給料 141,520
賞与 58,082
法定福利費 30,058 229,661

非常勤職員人件費
給料 36,965
法定福利費 4,780 41,745 271,407

一般管理費
消耗品費 5,972
備品費 795
印刷製本費 902
水道光熱費 15,672
旅費交通費 1,419
通信運搬費 2,563
賃借料 2,514
車両燃料費 160
保守費 4,823
修繕費 11,918
損害保険料 1,019
広告宣伝費 1,430
諸会費 1,133
会議費等 17
報酬・委託・手数料 60,684
減価償却費 4,907
交際費 16
租税公課 871
研修費 25 116,849
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１８ 寄附金の明細 

（単位：千円、件） 

区　分 当期受入額 件数 摘　　要

教育研究事業 31,564      82    現物寄附 11,473千円（59件）を含む。

合　計 31,564      82     
 

 

１９ 受託研究の明細 

（単位：千円） 

委託者 経費の別 期首残高 当期受入額 受託研究収益 期末残高

直接経費 - - - - 
間接経費 - - - - 
直接経費 0 - 0 - 
間接経費 - - - - 
直接経費 0 - 0 -                   
間接経費 - - - - 

地方公共団体
（設立団体）

株式会社等

合計
 

 

 

２０ 共同研究の明細 

（単位：千円） 

共同研究契約
の相手方

経費の別 期首残高 当期受入額 共同研究収益 期末残高

直接経費 - - - - 
間接経費 - - - - 
直接経費 9,385 20,086 15,817 13,655
間接経費 - 1,858 1,858 - 
直接経費 9,385 20,086 15,817 13,655
間接経費 - 1,858 1,858 - 

株式会社等

合計

地方公共団体
（設立団体）

 
 

 

２１ 受託事業等の明細 

（単位：千円） 

委託者 経費の別 期首残高 当期受入額 受託事業収益 期末残高

直接経費 495 1,050 586 959
間接経費 - 105 105 - 
直接経費 - 186 185 0
間接経費 - 18 18 - 
直接経費 495 1,236 772 959
間接経費 - 123 123 - 

株式会社等

合計

地方公共団体
（設立団体）
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２２ 科学研究費補助金の明細 

（単位：千円） 

種　目 当期受入 件　数 摘　要

(1,000)
300 

(3,500)
1,050 

(800)
240 

(1,800)
540 

(6,400)
1,920 

(1,200)
360 

(1,700)
510 

(17,430)
5,229 

(580)
174 

(1,750)
525 

(36,160)
10,848 

科学研究費補助金（新学術領域研究） 1

科学研究費補助金(学術変革領域研究(Ａ)） 1

科学研究費補助金（基盤研究（B）） 4

1

科学研究費補助金（基盤研究（A）） 1

科学研究費補助金（若手研究（B））

合　計 38

科学研究費補助金（特別研究促進費） 1

科学研究費補助金（基盤研究（C）） 25

科学研究費補助金（研究活動スタート支援） 1

科学研究費補助金（基盤研究（S）） 1

科学研究費補助金（若手研究） 2

 
（注）上記当期受入額は間接経費相当額を記載し、直接経費相当額については外数で（）内に記載し

ております。 

 

２３ 主な資産・負債の明細 

(1) 現金及び預金の明細 

（単位：千円） 

種　別 金　額 摘　要

現金 224

普通預金 707,459

定期預金 10,000

合　計 717,683  
 

(2) 未払金の明細 

（単位：千円） 

債　権　者 金　額 摘　要

退職金 55,483 ３月退職者分

東日本電信電話　株式会社　群馬支店 16,910

HPCテクノロジーズ　株式会社 6,160

有限会社　安松託建 3,278

株式会社　オオタヤ 2,517

富士通　株式会社　群馬支店 2,327

株式会社　ヤマニ熱工業 2,025

丸善雄松堂　株式会社 1,941

星野総合商事　株式会社 1,847

ユニアデックス　株式会社 1,815

株式会社　ＫＥＩアドバンス 1,777

その他 33,988

合　計 130,073  
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